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.はじめに 

EUでは､域内の地域間での経済的 ･社会的格差の是正によって共同体の経済的 ･社会

的結束を強化することを目的とした地域政策を実施 しているが､共同体イニシアチブの 

1

err プログラムもその一つである｡

本稿の対象地域であるスイスの国境地域では､ ドイツ､フランス､スイス国境地域から

なるライン河上流地域､ ドイツ､オース トリア､スイス､リヒテンシュタインの国境地域

を対象とするアルペンライン ･ボーデン湖 ･高地ライン地域､フランス ･スイス国境地域､

egItn

egItnイタリア ･スイス国境地域 という4つの地域において err プログラムが実施されてい

る｡ ライン河上流地域はバーゼルを中心とした域経済圏が構築されてお り､早 くから国境

を越えた地域間協力事業が進められてきた地域であり､それゆえ越境地域間連携組織が発

展 している (伊藤､2003;八木､若森､2006;丹沢､2007)｡フランス ･スイス国境地域で

は､レマン地域とジュラ地域の 2地域の間で異なる状況が観察されている｡ ジュネ-ヴを

egItn中心に国境を越えて都市圏が形成されているレマン地域では､ err プログラムが実施さ

れる以前からフランス側とスイス側との間で経済的にも緊密な関係が構築されていた｡こ

れに対 し､ジュラ山脈という地理的要因から相互の交流が制限されてきたジュラ地域では､ 

err プログラムによる越境地域間協力を通 して相互の交流が進み始めたことが指摘 さ

れている (清水､石田､2006;2007)｡イタリア ･スイス国境地域 もアルプス山脈が自然の

egItn

egItn障害となって双方の交流が非常に限られていた地域であり､ジュラ地域と同様に､ err

プログラムが越境地域間協力の大きな原動力となっている (石田､2007)｡

egItn本稿では､スイスが参加 している err プログラムのうち､ドイツ､オース トリア､リ

ヒテンシュタイン､スイスの 4ヶ国が隣接 している国境地域での越境地域間協力として､ 

egItnerr

ラム)を取 り上げ､ボーデン湖周辺地域で実施されている越境地域間協力の実態を示すこ

とにする｡

対象となる地域は､ ドイツ､オース トリア､スイス､リヒテンシュタインの 4ヶ国の国

境地域である｡ 4ヶ国のうち､スイスおよびリヒテンシュタインの 2ヶ国はEU非加盟国で

ある｡ また､スイスは欧州経済領域 (EEA)にも参加 していないため､スイスの国境は 

アルペンライン･ボーデン湖 ･高地ライン･プログラム (以下､ボーデン湖プログ

egItnEUおよびEEAとの境界にもなっている｡ よって､スイスの参加する err プログラム

は､ EUの域内と域外との越境協力事業でもある｡

egItn

eg

eg

Itn

Itn


eg
Itn


以下では､まず第 2節において､ err ボーデン湖プログラム対象地域について､地理

的･経済的特性を説明する｡ 第 3節では err ⅡAプログラムについて概観 し､次いで第 

4節では err ⅢAプログラムのガバナンスおよび err 事業について示す｡ 
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2. nerrg1t eボーデン湖プログラムの対象地域

本稿で対象とするのは ドイツ､オース トリア､スイス､リヒテンシュタインの 4ヶ国か

らなる国境地域であ り (図 1)､ボーデン湖からさらに遡ったライン河流域に広がる地域で

ある｡ err ⅢAプ

られてお り (EC､20

egItn

rgau(

ログラムでは人口規模NUTS3レベルの地域を対象とすることが定め

Aa )州､､ボーデン湖プログラムでは､スイスのアールガウ)00

チューリッヒ (

州､ザンクトガレン (tG.S

Z ihurc (

B1-lpenze

)州､シャフハウゼン ( ma )州､トウールガウ Th

all 州､アツベンツェル･アウサーローデン (Ap Auerr

usenShfca

)
en


)urgau

)hdoen

hdoen準州､アツベ ンツェル ･インナーローデン (Ap ell err )準州､グラールスI-nnpenz

Gl )州､グラウビュンデン ( )州､ドイツのヴァル トシュット (Wa

郡､シュヴァルツヴァル ト･バール ( wa wadlrz

G b drauunen

Shc

arus( )dhtsul

)郡､トウツトリンゲン (TuttBaar- )ingenl

郡､ コ ン ス タ ン ツ Ko ) 郡

Wurttmb )州 フ ラ イブ ル ク 

tnsanz(

eruge-Bdaen(

〔以 上､ バ ー デ ン - ヴ ユ ル テ ン ベ ル ク 

burg
F ire
 )行 政 管 区〕( ､ ジ グマ リ ンゲ ン 

ma )郡､ボーデンゼirngen
ig
S( - )郡､ラーフェンスブルクBdoensee( R bavensurg( )那

ingenb

Ob Aller

〔以上､バーデン-ヴユルテンベルク州テユービンゲン (Tu )行政管区〕

(

､リンダウ 

)郡､オーバーアルゴイidnau
L
( ten由u)郡､ケンブテン (Kemp )市 〔以上､バ

イエルン (

ルベルク 

Bayern benShc)州シュヴァ-ベン ( wa

およびリヒテンシュタイン公国 

)行政区〕､オース トリアのフォアアー

)州1､berg
lorar
V
( F t tusenu,( mL )it tenseni hec

が対象地域 となっていた2｡ iltncaurNUTS (N｡me e｡fTerr ♭itnUiltora sfrS icsitstta )とは 

EUの地域統計単位であ り､例えば ドイツの州がNUTSlレベル 0万人の規

万人の規模)は ドイツの行政管区およびオー

000(人口3 -7

模)にあた り､NUTS2レベル 0(人口8-300

0-8万人)では ドイツの郡 ･独立市､スイスの州

に該当する｡ また､オース トリアのフォアアールベルク州を構成する 2地域 もNUTS3地

域である｡

ボーデン湖プログラムの対象地域は､いずれもドイツ語を主要言語 とする地域である｡ 対

ス トリアの州､NUTS3レベル 5(人口1

Bdoen-hi ltenaR( see)地域 iteGbe( )とブフォアアールベルク州は､ラインタール･ボーデンゼ -

Bルデンツ ･プレゲンツアヴァル ト (

は地方行政単位ではない｡ 

°lBregenze-lduenz rWa )地域に分けられるが､これら2地域

2スイスの地方行政区分は州 (Kanton/Canton)一市町村 (Gemeinde/commune)である｡ ドイツの

地方行政区分は地域によって多少異なるが､本稿で対象とするバーデン-ヴユルテンベルク州およ

B d ldunesan( )-行政管区 R i b ikegerungsezr( )-那 k iresL dan( )または郡びバイエルン州では州 

dt taK ifiSresree( )- idne
Ge
( me )である｡独立市 市町村 なお､行政管区は自治体ではない｡また､

基礎 自治体である市町村の連合体 として地域連合 R i l b degonaveran( )がある｡ オース トリアでは州 

)B d ldunesan( ､郡 B ikezr( )-市町村 idne
Ge
( me )となっている｡ ドイツ･バーデンエビュルテン

プルク州のフライブルク行政管区は 9郡 1独立市で構成されてお り､対象地域 となっているのはそ

のうちの 4郡である｡ テユービンゲン行政管区では 8郡 1独立市のうち 3郡が対象地域である｡ ド

イツ ･バイエルン州のシュヴァ-ベン行政管区では､1

となっている｡ 

0郡 4独立市のうち 2郡 1独立市が対象地城
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図 1:ボーデン湖周辺の 
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象地域ではライン河やボーデン湖が国境を形成 してお り､その自然環境を隣接各国で共有

5している ボーデン湖 (面積 2)｡ km35.8 は ドイツ､オース トリア､スイスの境界に位置す

る国際湖であ り､湖の利用や保全については 3ヶ国が共同で管理を行うことになっている｡

ボーデン湖周辺地域では国際ボーデン湖会議 3I｡fnerenkdeni lonaIt tnerna( eB｡ see z:BK)

やボーデン湖国際湖保護委員会 .doenseissoh kterscuzoe
i lona
It tnerna
( eGw畠ss mmi nB eI

IGKB)4などの越境機関が活動 してお り､特に環境保護の分野で中心的役割を果たしてい

る｡ 対象地域の南東部はアルプス山脈の北側に広がる山岳地域であ り､オース トリア､ス 
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イス､リヒテンシュタインの国境は谷間に沿って位置している｡ フォアアールベルク州は

周囲を山に囲まれており､その地形はボーデン湖に向かって開けている｡

ドイツ､オース トリア､スイスの国境地域の特異な状況として､飛び地の存在がある｡

ビュージンゲン (BO )は ドイツ領であるが､周囲をスイスのシャフハウゼン州に取isngen

Kl wa l)はフォアl tsera

659m2

( ien

アールベルク州に属する地域であるが､周囲を山に囲まれ､道路が ドイツ側と連結するの

みであり､実質的に飛び地となっている 両地域では､直接接 している相手国の関税制度｡

が適用されるなど､制度的に複雑な状況が生じている｡

1 2 3k対象地域の経済状態は､表 に示す通 りである 対象地域の総面積は ､人口は,｡

499 44 % 5523 % 98 %約 万人である ､スイス各国の面積比率は､ドイツ ､オース トリア ､リ.. .｡

0% 3 % 72 816 40 % 5 %ヒテンシュタイン ､人口比率はドイツ ､オース トリア ､スイス ､リヒ. . . .

0% EU7テンシュタイン であり､面積､人口共に 非加盟国側の比率がやや大きい｡.

19ボーデン湖プログラムの対象地域は､ 世紀以降､バーゼルやチューリッヒ､ザンクト

ガレンといった都市を中心として繊維産業から派生 した産業が発達 してきた地域である 

2002)｡(黒揮､ ボーデン湖プログラムの対象地域は現在も製造業 (機械､機械設備､金属､

繊維)が重要な産業であり､工業部門での就業人口比率が高い｡主な工業地域は､ トウツ

トリンゲン郡､ボーデンゼ-郡､ラーフェンスブルク郡に見られる また､ラインタール｡

り囲まれている町である｡ また､クラインヴァルサータール 

(

890のティチ-

i ltena

KE 200 9｡( 5 )､ ､ 観光業が主要な産業となっているのは､グラウた産業が集積 している p.

ビュンデン州､アツベンツェル ･アウサーローデン準州､アツベンツェル ･インナーロー

デン準州､フォアアールベルク州といった山岳地域､ボーデン湖の湖畔に位置するボーデ

ンゼ-郡などである また､スイス側のアツベンツェル ･アウサーローデン準州､アツベ｡

ンツェル ･インナーローデン準州､ トウールガウ州は農業従事者の割合が高い地域である｡

チューリッヒでは､金融､保険､企業サービス､商業が中心となっている｡

2007年では､ライン河上流地域で最 も越境通勤者数の多いバーゼル ･シュタット準州で 

Rh )地域では精密機械､シュッセンタール 

国境を越えた労働移動については､主としてスイス側が越境通勤労働者の受け入れ側と

なっているが､スイスの参加する他のプログラム地域と比較すると越境通勤者数は少なく､ 

30600 スイス国境地域のジュネ-ヴ州で4,0人､イタリア･, 人､フランス･ 820 スイス国境地域

ノ州で3,0人であったのに対 し､ボーデン湖プログラム地域では最も越境通勤

者の多いアールガウ州で9, 人､チューリッヒ州でも4800 ､国境を越える労働力100 , 人であり5


の流動性は相対的に低い｡また､ボーデン湖プログラムの対象地域は､チューリッヒ都市
 

ltenaShc( uss )地域では機械製造といっ

KB2
7
9
KB3I は､環境保護問題への対応を目的として1 年に設立された越境協力機関である｡ I はバー

デン-ビュルテンベルク州､バイエルン州､フォアアールベルク州､シャフハウゼン州､チューリッ

ヒ州､ トウールガウ州､ザンクト･ガレン州､アツベンツェル ･アウサーローデン準州､アツベン

ツェル ･インナーローデン準州､リヒテンシュタイン政府によって構成されてお り､現在では環境

保護の他､地域の生活や文化､経済の分野-も活動を広げている｡ 

BKG9
5
9
BKGI は､ボーデン湖の保護 ･保全を目的として1 年に設立された越境協力機関である｡ I は

バーデン-ビュルテンベルク州､バイエルン州､オース トリア政府､ トウールガウ州､ザンクト ガ

レン州､グラウビュンデン州､リヒテンシュタイン政府によって構成されている｡ 

2
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圏を擁しているもののバーゼル l)やミュンヘン (Mu ､シュトウツトガルト)hncenBase(

utt )といった大都市圏の周辺部に位置しており､他のプログラム地域のように強力tgar(ts

な経済都市圏を形成していない｡ただし､この地域の失業率は全体的に低く､居住地の産

業が十分な雇用を生み出している地域と言える｡

表 1:対象地域の経済状態

(百万ユGDP) 就業人口 (%)ーロ 農 業 工業 サービm2

シユヴア ルトバール郡 ,2. 2115 . 5773 -ルツヴア . 1052 . 62 ,3. - -

ンll コンスタンツ郡トウツトリンゲン郡 31.. 215244 51.. 3767039 -- --ヴ 874380 37.. 63 ,,77..0 --

テユービンゲン行政管区 - - - - 28 28 44. 4. 5.

(k

13 53 85 4 8シユヴア-ベン行政管区 2 7 45 63 5 2 1 43 9 9 6リンダウ郡エイノヾ - - - . . .- . . , . - -. -

チノユン ヴアルトシエツト郡 1112 6. 5 3788 -ペレ ,3. 173 . ,0. - -ボーデンゼ-那 648 0. 477 ,5. - - -6. 249 . 6015
 

イド ノ7ノク~■ フライブルク行政管区 161 2-5 -4 7-82 -. 3. 5-.
ヾヾ  ラーフェンスブルク郡 3 7 6 4 6 -6 8
州 ジグマリンゲン郡 ,24. 133.

.
6
.
3,118 - - -

ツ Iレ- ,- 8 4 , 0 3 8 7
10 6 6 .3
.

. 3
.

小目ノンレ ケンブテン市オーバーアルゴイ郡 1,268303 650125 7.. 332,,4701..66 -- -- -

,2. ,9. - -

5 .. 1 .. 455 3 -

計 9144 1632 - - -

オ｢トアフォアアールベルク州 ,0. 322 . 0849 . 3. 5.スリ 2610 6. 62 1,3. 26 97 77

グラールス州 652 82 . 1718 . 4. 5.8. 3. 23 ,3. 82 18 00

)面積 

シャフハウゼン州 285 38 . 2599 . 3. 819. 7. 29 ,8. 68 51 5.
アツンエ.ウーーン州 4. 5. 19 ,7. 1. 3. 5.ベツルアサロデ準 230 27 . 1499 05 60 35
アツンエ.ンーザン州 7. 1. 11 3. 2. 2. 91ベツルイナロ 準 125 51 . 420 18 91 4.
ザンクト.ガレン州 2056 5. 25 1,2. 64 41 5.,2. 494 . 3113 . 3. 95
グラウビエンデン州 7152 8. 18 ,0. 98 37 .,0. 178 . 5719 . 2. 666
トウールガウ州 909 . 27 ,7. 1. 3. 5.9. 2337 . 6633 04 73 24
チューリッヒ州 1788 1272 . 55875 . 2. 773,2. ,6. 33 ,9. 25 03 .
計 1,5. ,9. - - - - -4634 2851 

リヒテススイ ンシ アールガウ州チ那ススーッ ,0. 572 . 7580 . 3. 5.ュ東イリヒ 1437 6. 29 1,9. 55 60 86

Ⅱ
 NUTSⅢ (人口 (%)千人)失業率国 スⅠ
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人口は2005年 ;失業率は2006年 :GDPは2004年 ;就業人口は､ ドイツ､オース トリア､スイス2001年､リ

ヒテンシュタイン2005年である｡ 

w//:p tml)およびOFS (2003)から作成｡各データの年数は､

dB dunesa

er/key/l kanb

5BFS ( mtf
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ボーデン湖プログラムの対象地域は､地形的に相互の交流を阻む障害が少なく､産業や

言語など同質な特徴を持っている地域であり､国境を越えた相互の連携によってさらなる

発展が期待される地域である｡ 以下では､InterregⅡAおよびInterregⅢAの各プログラム

について､その実態を見ていくことにする｡ 

3. nerrgⅡAボーデン湖プログラム :19 99
1t e 94-19年 

InterregⅡAボーデン湖プログラムでは､ドイツ側のオーバーアルゴイ郡､ケンブテン市､

スイス側のグラウビュンデン州､グラールス州､オース トリア側フォアアールベルク州の

プレゲンツアーヴァル ト地域といった山間部地域やボーデン湖から離れた都市が対象地域

から外されていた｡『事後評価報告書』によると､これらの地域が対象地域から外れたこと
に対して現地では不満や落胆があった (LRDP､2003b､p.ll,78)｡ 

InterregⅡAの段階では､まだ全Interregプログラムに共通するガバナンス構造は規定さ

れていなかった｡そのため､各プログラムでは先行プログラム (InterregI)での構造や各

国固有の行政制度に依存する管理 ･運営構造をとっており､プログラムの管理･運営は対象

L ､200 . ｡地域によって多様であった (RDP 3a､p83)
InterregIおよびInterregⅡAでは､プログラムの管理 ･運営を行う機関は ドイツ側の

テユービンゲン行政管区庁に設置された｡InterregⅡAでは､プログラムの共同決定機関で

あるモニタリング委員会 ( ntrn o ttee)の構成メンバーは､プログラム参加地MoioigCmmi

域の各行政機関の代表者24名によって構成されていた (LRDP､2003b､p86)｡また､プロ
ジェクトの承認も､プログラム対象地域の地方政府の代表によって共同で行われていた｡し

かし､InterregⅡAプログラムが開始された段階で対象地域がEU加盟国であったのはドイ

ツだけであったことから､資金管理の面で複雑な状況が生じた｡各国の資金負担割合につ

いては合同で協議されたものの､構造基金からの支援を受けられるのはドイツ側のみであ

り､資金支援方法や資金額が異なっていたため､各国が別々に資金管理を行う機関を設置

していたのである (LRDP､2003b､p87)｡ 
InterregⅡAボーデン湖プログラムの予算は､総額1500万ユーロであった｡そのうち､E 
Uの構造基金であるERDF (欧州地域開発基金)からの支

,
援は､当初486万ユーロであった｡

このERDFからの支援額は､1995年にオース トリアが EU加盟国となったことにより大幅

に増額され､最終的にボーデン湖プログラムに割 り当てられたERDF予算は734万ユーロ 

(技術的支援28万ユーロを含む)となった｡ 

InterregⅡAでは 6つの優先項目が定められていた｡優先項目 1｢経済､観光､農村部｣ 

(全28事業)では､地域の競争力の維持 ･強化 (8事業)､観光部門の質の向上 (18事業)､
環境-の負荷が少ないシステムの発展 (2事業)をテーマとしていた｡優先項目2｢環境､
空間計画｣(全28事業)では､地域の生物圏の保護 (12事業)､景観および自然資源の保護
に基づく地域開発 (16事業)をテーマとしていた｡優先項目3 ｢輸送 ･テレコミュニケー
ション｣(全12事業)では､輸送ネットワークの統合 (4事業)､公共交通機関の利用に対

する魅力向上 (7事業)､貨物輸送における鉄道利用促進を目的とする鉄道サービスの向上 

(1事業)をテーマとしていた｡優先項目4 ｢教育 ･訓練､文化｣(全21事業)では､バラ
ンスのとれた特色のある教育の提供 (15事業)､文化的発展の促進 ･強化 (6事業)をテ-
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マとしていた｡優先項目5 ｢健康･社会的問題｣については 2事業が実施された6｡優先項

目6 ｢越境協力｣(全2
0 事業)3
1
( ､国境を越えた地

理的制度の整備計画 

事業)では､国境を越える連携の促進 

事業)がテーマとして定められていた｡表 2は､ errgⅡAでのeItn3
(
予算および承認された事業件数を､優先項目別､テーマ別にまとめたものである｡FDRE
資金の配分から見ると観光部門 

err ⅡAを通して地域の観光産業の強化が目指されていたのに対し､産業支援eg
Itn


F
DRE .1
6
1
( %)が最も多く､承認された事業件数も最も多
かった｡ 
テーマに配分されたE 資金は少なく､全体の %でしかなかった｡88.
FDR
err

挙げられる｡ 

egItn ⅡAボーデン湖プログラムで実施された代表的な事業には､以下のような事業が

)ボーデン湖インターネット･モール EMB)1
( BdoencMall see:l itecron
E
(
の開設に向けてオンライン･ショッピングやサービス･センターについて構想が練られ､ま

た､ITインフラス トラクチャーの整備が行われた｡EMBでは､ボーデン湖周辺地域の情報

交換およびコミュニケーションの場を提供するプラットフォームとして､商品の販売のほ

か､文化･メディア､教育､行政など､地域に関するさまざまな情報が公開されている｡ な

お､EMBへの企業情報の掲載は無料となっており､地域の中小企業に対する営業支援とし

ての役割も期待されていた｡ (2)ボーデン湖周辺の観光協会によって観光支援ネットワー

クが構築され､共同での地域観光マーケテイングや観光促進活動 (パンフレットの作成､地

域情報を提供する雑誌の出版など)が実施され､新たな雇用 

専門的な観光情報の交換の場として､共同セミナーが開催された｡ egItn

3
1
( 名)も創出された｡また､

err ⅡAの事業数で

3
8
はこのような観光分野に関するものが最も多く､1事業が実施された｡ ()農産物の収穫
および品質向上を目的としてセミナーや研究会が開催された｡また､環境に優 しい農産物

生産 (環境負荷の低減を目的とする栽培方法の最適化､経営方法の分析 ･評価､競争力の

｡強化､販売支援など)が検討され､その成果は出版物として刊行された (17冊) (4)輸

送ネットワークの統合に関しては地域の中都市間および大都市間の鉄道連結の改善を目的

として､スイス東部とドイツ高速鉄道網の連結､ ドイツ南部およびオース トリア ･フォア

アールベルク州とアルプス縦断鉄道との連結および移動時間の短縮についての研究が行わ

れた｡ (5)教育 ･研究分野に関しては､地域の生態系の保護を目的として生態系毒性学 

iltecooxcoogy( 0

h hlocscueBdoen

)の研究機関が設立された｡また､3ヶ国2大学が参加して共同研究を行う

プロジェクト ( seeH )の実現可能性について検討がなされた｡ (6)地域エ

ネルギー情報 ･アドバイス ･センターが設置され､効率的なエネルギー使用についての情

報提供やアドバイスが行われている｡ 成果としては､公立学校の建物を対象にエネルギー

0

inelnEnerg

)2
8pb3

消費の最適化について診断が行われた結果､最大で3%のコス ト削減を実現した 

200 ､ また､地方公共団体や事業者団体や企業向けの情報交換の場として､イン｡

ターネット･サイト ( ieO )が開設された｡ 

PDRL( ､ 

)7
8p.
egItnerr ⅡAの効果としては､プログラムを通して多くの事業が実施され､国境を越えた

協力活動に対する意識が広がったことが評価されている ｡b3
P
DRL( ､200 ､ 特に観光

分野では､割り当てられた予算額および実施された事業数が最も多く､積極的な取 り組み

がなされていたと言えよう｡ ただし､教育､医療 ･福祉の分野では､国境を越えたシステ

ムを構築する上で､国家間あるいは地域間でのさまざまな制度的相違が妨げとなっていた 

6優先項目5については､テーマは設定されていなかった｡ 

5
6
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199 2000()4( )
1000ア-マ 単位 ユーロ 事業件数:

gⅡAにおける優先項目別､テーマ別ERDF予算および事業件数e

最終 

表 2: err

優先項目 初期 

Itn

1%10.47
728 15% 14,17 201.% 21 

10,12 138.% 15 
405 55.% 6 

31%28.1049
3%3.129
701%0.1009570,%100

､ 

注)プログラム初期段階では､各テーマ-の配分は定められていなかった｡

4,
8-18p.

855 
2より作成｡

)98p.
eg
Itn
(

､事業として次

err ⅢA)に引き継がれ実施されているものもある｡ 

egItnerr ⅢAプログラムでは対象地域が拡大され､ドイツ側のオーバーアルゴイ郡､ケン

ブテン市､スイス側のグラウビュンデン州､グラールス州が新たに対象地域となったほか､

オース トリアのフォアアールベルク州は全域が対象地域となった｡ 

このため､特に輸送､教育の分野では､

R0146, 万ユーロであり､そのうちE DF資金が 

88.
ⅢAのために準備された資金は総額 

(予算総額の約3 %)であった｡他方､スイス連邦政府が用意した資金は 

82.%)と非常に少なく､プログラム期間終了前にスイス側では
資金が使い尽 くされてしまうことが懸念された｡このため､各事業に対するスイス政府か

0らの支援割合はERDF資金支援 と同様に最大5

b3L(RDP､200 ､ 

事業の検討や実現可能性の研究に留まったものが多かった｡ しかし､このような事業検討

)｡68-58p.

文化的発展の促進 .強化 
5健康 .社会的問題 

6越境協力 

4. nerrg 20-20年lt eⅢAボーデン湖プログラム : 00 06

(予算総額の約 

%までとなっていたが､スイス側の政府資
金の不足を補うべ く支援基準の見直 し (支援割合の引き下げ､支援対象からの除外)が行

われた｡ 

82%07.3
8%88.


166
8
46
2,

2%25.671%5342
61%46.12310,%524112,

81%61.15811,
2%45.233
82%33.2
21%83.

6441,
608

61%41.17310,
21%88.426%21385
4%36.462
7%39.682

%524112,

%81478

1 経済､観光､農村部 
地域競争力の維持 .強化 
観光部門の質向上 
低環境負荷システムの開発 

2環境､空間計画 
地域生物圏の保護 

景観および自然資源の保護に基づ く地域開発 

3輸送 .テレコミュニケーション 
輸送ネットワークの統合 
公共交通機関の魅力向上 
鉄道サービスの向上 

4教育 .訓練､文化 
特色のある教育 

国境を越える連携の促進 
地理的制度の整備計画 

計 

出所)LRDP (200

ことが指摘されている 

11.

12.


21.


22.


31.

32.

33.


14.
42.

13.


b3Lや実現可能性の研究が行われたことへの評価は高く (RDP､200 ､ 

のプログラム 

97p.D.､ANNEX8 ､)b3

egItn

9017,
err

万ユーロ 

083 万ユーロ 

61.

62.
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err

造が整備 ･強化された｡ 

egItn ⅢAでは､対象となる地域が共同でプログラム管理･運営していくための組織構

errgⅡAプログラムでは､各パー トナーが共同でプログラムを

管理･運営していく組織､または一元的に管理を行う機関が定められておらず､それゆえプ

ログラムを実施 してい く上での調整作業に支障が生 じていたことが指摘 されていた｡ 

eItn

)tteein(

err

同でプログラムを管理･運営することを要求し ､新たにガイドラインを提示 した7

2000｡ iMo gCmmiこれにより､各プログラムでは､モニタリング委員会 ､運torn o

eg

)

Itn ⅢAプログラムの開始にあたって､EC委員会は､プログラムに参加する地域が共

C､E(

egItn

営委員会 (tee gCmmittee､管理局 (Ma ingAu
を､原則として各 1機関､設置することが定められたのである｡

なお､ err ⅢAのプログラム期間は200年1月末日で終了したが､ err ⅢAで承2

nag

6

)o
irn

eg


S

Itn


P iayn､財務局 ( gA)h itoryt )h itorytu

egItn認された事業が全て終了しているわけではない8｡ 以下では､ err ⅢAボーデン湖プロ

グラムについて､そのガバナンス構造および承認された事業の状況について詳細に見てい

くことにする｡ 

41.
 ガバナンス構造 

egItn

(1)決定機関

｢構造基金の一般規定｣(EC､1999)により､ err では実施プログラムの監視･決定を

hcuss

uss)を設置することが定められている｡ ボーデン湖プログラムにおいて､

ta
B liege
(
 uss) と 運 営 委 員 会行 う 機 関 と し て モ ニ タ リ ン グ 委 員 会 

usshcL kenungsa(

モニタリング委員会は最高決定機関としてプログラムの実施に関わるさまざまな規定を定

める機関であり､運営委員会はプログラムの管理および実施上の決定 (事業の選定など)を
行う機関である｡ 

ⅢAボーデン湖プログラムのモニタリング委員会は､44メンバーで構成されていerr

た｡ ドイツ側の委員会メンバーは､ ドイツ連邦政府経済省､バーデン-ヴユルテンベルク

州政府､バイエルン州政府 (経済省)､フライブルク行政管区､テユービンゲン行政管区､

egItn

Bdoen-H hhiocren( see)地域連合､シュシュヴァ-ベン行政管区､高地ライン-ボーデン湖 

H beuerg-r-drrzShc( wa wa Baa )地域連合､ヴァルヴァルツヴァルト-バール-ホイベルク 

トシュッ上郡､シュヴァルツヴァル ト-バール郡､コンスタンツ郡､ボーデンゼ-郡､リ

6ンダウ郡､オーバーアルゴイ郡､ケンブテン市の各代表の1名であった｡オース トリア側
の委員会メンバーは､オース トリア連邦首相府､フォアアールベルク州､フォアデアラン

d l doreran

デン湖 

ト (V

dlBregenzer

｡(

Bdoen(

Kl

see)地域計画共同体､プレゲンツアーヴァル ト ( wa )地域計

)地域計画共同体9､クロスタータール ｡t ts ral)地域計画共同体 ､ボー

tan
S
( dMo )
bn
ftna ､フォアアールベルク自治体連合の画共同体､モンタフオン自治体連合 

)seco各代表の 9名であった｡スイス側の委員会メンバーは､スイス連邦政府経済省 ( ､アー

ルガウ州､チューリッヒ州､シャフハウゼン州､ トウールガウ州､アツベンツェル ･アウ 

7EC(


ルールにより､事業が構造基金からの支援を受けられるのは事業終了年の 2年後までと定めら


)9991 ､｢構造基金の一般規定｣を参照｡ 

2+n

E(C､1999､ )12.il3ceAtr ｡

)ti hfnscageRi llegonapunung

れている 

地域計画共同体( me は､自治体連合である｡ 
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サーローデン州､アツベンツェル ･インナーローデン州､ザンクト･ガレン州､グラールス州､

名であった｡リヒテンシュタインからは政府代表 1名がメグラウビュンデン州の各代表の1

ンバーとなっていた｡また､越境協力機関として高地ライン委員会 

0

)issonmmi ､hhikocreno
H
(

国際ボーデン湖会議 eBd k f :oenseeonerenzi lonaIt tnerna( BK)､エウレギオI iaEuregiov(

i lnalsa )の各代表 3名､欧州委員会の代表 1名 (アドバイザー ･メンバー)､経済的 ･社会O

的パー トナーの代表として環境団体､雇用者団体､被雇用者団体､女性支援団体の各代表 

4名が､モニタリング委員会のメンバーを務めていた｡なお､モニタリング委貞会の議長

は､テユービンゲン行政管区庁長官とフォアアールベルク州政府事務総長が 2年交代で務

めることになっていた｡

モニタリング委員会の主な業務は､ (1)必要に応じてプログラム計画の変更や補足の承

認や決定を行うこと､ (2)事業選定基準を定めること､ (3)プログラム全体の評価を行う

こと､ (4)欧州委員会-提出する年報や終了報告書の審査および承認を行うことである｡

運営委員会のメンバーは 5名であり､管理局およびネットワーク事務局 (バーデン-ヴユ

ルテンベルク､バイエルン､フォアアールベルク､スイス東部)の代表で構成されていた｡

また､アドバイザー･メンバーとして､欧州委員会､ドイツ連邦政府 (経済･技術省)､オー

ス トリア連邦政府 (首相府)､バイエルン州政府 (経済 ･交通 ･技術省)､IBK事務局 

)の代表 5名が参加していた｡Buros
-
OREGI

運営委員会の主な業務は､ (1)事業の選定を行うこと､ (2)プログラム実施について方

法上の決定を行うことである｡ 運営委員会は､実施中の事業の管理に対 して責任を持つほ

か､その職務についてはモニタリング委員会への報告義務がある｡ 

(2)管理機関

(

管理局 ddrebhtungsewa )は､ドイツ側のテユービンゲン行政管区庁に設置された｡ler
V
(
管理局は､プログラムの実施状況について調整および管理を行う機関である｡ 主な業務は､

年次報告書の作成および欧州委員会への提出11､中間評価の実施､プログラム成果の審査お

よび成果報告書の提出､モニタリング委員会や運営委員会が行う決定についての準備作業

である｡また､プログラムの実施や相互コントロールが規定に適った方法で行われること､

経済的な財政管理の原則の保持についても責任を負っている｡

財務局 lle
ltse
Zha
( )はオース トリア側のフォアアールベルク州政府に設置され､財務局

egItn

2PRの支援をウィーンにあるE 基金1が行っていた｡財務局の主な業務は､資金の受け取 りと
支払い､ERDF資金支払申請書の作成および欧州委員会への申請作業である｡ err では､

原則としてプログラムの管理 ･運営機関は各プログラム 1機関の設置が定められてお り 

egItn
)
(EC､2000､ err 資金は財務局によって共同管理することになっている｡

ら､ボーデン湖プログラムではEU加盟国側とEU非加盟国側で別々に資金管理されていた｡ 

しかしなが

inala
i
iureg10E ovas は､ ドイツ ･アルゴイ地域およびオース トリア ･プレゲンツアーヴァル ト地域

の自治体や団体によって構成されている越境地域協力組織 (ユーロリージョン)である｡

作成された報告書は､モニタリング委員会の承認を受けて欧州委員会へ提出される｡ 

rograecoverEuropea

2

(

6

P

9

RE nR yP

り､1 年に設立された｡ 

m)基金は､企業への資金支援およびビジネス支援を行う組織であ

68 
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Eこれは､ 

を行う必要があったためである｡スイス側では､スイス連邦政府から各プログラムへ割り当てられ

( dss wiる 支援資金の予算額は連邦経済省err men

｡5ている1｡そして州政府が連邦政府支援資金を受け取り､各事業-支援資金を支給した1


hftrscaksih Vlsces odgeiE

SE3

dt tsepare

SCO (によって決定され1､その支払いは 
eg

4

Itn

RDF資金はEU加盟国側しか受けられないことから､EU非加盟国とは別に資金管理

)tn

mi )が行っcAffiarsf Eor conoS it tecrearattae

(3)監督支援機関

管理局の業務を支援する機関である共同事務局 Sk it tserearame me )は､テユーinsa
Ge
(
ビンゲン行政管区庁に設置された｡共同事務局の主な業務は事務的支援であり､資料や報

告書などの作成や発送などを行うほか､提出された事業申請書について､運営委員会-揺

出する前に審査を行う｡

Ntezwボーデン湖プログラムでは､共同事務局の支援機関としてネットワーク事務局 ( )
k lltersee

が設置されている｡ ネットワーク事務局は､事業担当者または事業を計画している担当者

と直接関わる機関であり､テユービンゲン行政管区庁 (バーデン-ヴユルテンベルク州内

の対象地域を管轄)､シュヴァ-ベン行政管区庁 (バイエルン州内の対象地域を管轄)､フォ

アアールベルク州政府 (フォアアールベルク州およびリヒテンシュタインを管轄)､スイス

O htssc

トワーク事務局の主な業務は事業の準備段階での支援であり､事業予定者への情報提供や

アドバイスを行うこと､事業の申請の受け付け､共同事務局-提出する前に申請内容の適

理を行うほか､事業案の申請作業にも責任を負う 事業案は､事業代表者によってまず地｡


irzer

格性について予備審査を行うことである｡


)
Ri k feerungsonerenz
東部州政府協議会 ( we

なお､各事業では代表者を定めることになっており､事業代表者は事業の調整および管

事務局の 4ヶ所に設置された｡ネッ

egItn

域の管轄ネットワーク事務局に提出される1


内容について予備審査を受けた後､共同事務局で err


6
｡提出された事業案は､提出書類の書式および

プ ログラムとしての事業の適格性

について審査を受ける｡ その後､運営委員会で承認された事業は支援資金を受けることが

できるが､この決定通知は共同事務局によって事業代表者-連絡される｡ 

4. lt e事業の現状2 nerrg

egItnerr ⅢAボーデン湖プログラムでは 3つの重点項目が定められ､それぞれの重点項目

には以下のようなテーマ項目が設定された｡ 

3
1

Ⅲeg
Itn


4
1

err 政令第 2条第 4項 ｡)fd l ieerasusselC ionse( ､2000


ⅢegItn
5
1

err 政令第 2条第 6項 

政令第 2条第7項 

｡)fd l ieerasusselC ionse( ､2000


ⅢegItnerr

管轄ネットワーク事務局は､事業案申請を受け付けた後､その情報を他の関係ネットワーク事務

局および共同事務局-も連絡することになっている｡ 

6
1

｡)fd l ieerasusselC ionse( ､2000


9
6




スイス国境地域における越境地域間協力 石田 聡子

重点項目	1:経済発展

テーマ1.1:ロケーション ･マネジメント 

(経済や産業面で地域の魅力を強化)

テーマ 

テーマ 

:中小企業支援

:サービス ･観光業

12.

13.

テーマ1. 農林業4:

重点項目2:環境と空間開発

テーマ :環境および自然の保護21.

3:

重点項目3:社会的 文化的発展

テーマ2. 技術的インフラス トラクチャー

22.テーマ :地域開発

テーマ 教育､研究開発31:.

2:テーマ3. 健康と社会福祉

4:テーマ3. 地域のネットワークと意識の形成

33.テーマ :文化､スポーツ

表 3 : err ⅢAボーデン湖プログラムの主要目標別､テーマ別事業費予算

E	 スイス リテシタ 政府 ヒン イ 事業者重点項目 総額 RDF 政府 ヒ政府ンュイン事業者 ERDF スイス リテ政府シュタン
7--マ 単位 :1000ユーロ 対総費用比率 

1 1,4 567 ,3 0 1,5 3.% .% .% 01826 ,3 144 29 097 09 79 11 6.% 
1. 545 ,0 32 4 355 57 68 27 6.%1 ,5 142 7 16 ,3 2.% .% .% 48

egItn

1. 237 3 52 ,4 96 2 0
 1,5 3.% .% .% 7939 99 22 00 5.% 
1. 755 ,5 63 9 ,7 2.% .% .% 063 ,4 229 5 5 454 99 87 08 6.% 
4 , 1 1 6 , 3 % 7 1 5.1. 2899 ,04 37 4 1487 5.9 12.% 0.% 13% 

2 1,0 618 0 31 ,7 3.% .% .% .%646 ,4 87 8 900 75 49 23 553
2. 799 287 577 23 ,2 3.% .% .% 411 ,2 ,1 7 435 52 72 34 5.% 
2 , 8 3 9 ,6 6 8 7 6.2. 2962 47 20 10 177 28.% 7.% 3.% 00% 
2. 542 ,83 ,5 244 0
0
 2,6 4.% .% .% 4498 56 00 00 5.% 

3 1,0 498 ,8 16 ,1 3.% .% .% 65490 ,4 133 5 843 32 93 10 5.% 
3. 362 ,3 45 4 ,9 12 1.% .% .%1 ,3 114 5 3 200 3.% 25 09 553
3. 536 ,9 12 1 ,8 12 19 06 5.%2 ,2 215 0 3 299 4.% .% .% 63
3. 92 7 33 6 36 7 0
 54 3.% .% .% 719 91 38 00 5.% 
3. 499 ,4 79 2 , 2.% 58 18 5.%4 ,7 123 8 9 2855 50 1.% .% 73

出 所 )

-

e

h?tecsppper. 
Itn

jro

errg Ⅳ Al H hhiocre/Bdoensee/hipenren n (htt itn
/
/:p err erverco.8k.096ddegorg. . ass m/ 
eViwP

注)事業者には､公共主体と民間主体が含まれる｡

ⅠⅠⅠ)より作成

egItn表 3は､ err ⅢAボーデン湖プログラムで承認された事業の重点項目別､テーマ別の

予算配分である｡ 総事業予算4955 ER ,7万ユーロ .%)で, 万ユーロのうち､ DF資金が163 (338

3 (3あるのに対 し､スイス政府資金は当初の準備額が少なかったことから36万ユーロ 7.%) 

07
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に留まっている｡ テーマ別に見ると､総額では､環境 ･自然保護 テーマ21
( .)への配分が


最も多く (予算総額の1.%) 観光業 テーマ13 (
61 ､次いでサービス ･ ( .)が多い 予算総額の
 

152 中小企業支援テーマで承認された事業予算は少なく､全体の47
.%) .%に留まっている｡｡

承認された予算総額が最も多かった事業は､技術的インフラス トラクチャー ( .)テーマ23

の ｢ザンクト･マルガレーテン (スイス)-プレゲンツ (オース トリア)間の鉄道路線の


改修計画｣(予算総額219万ユーロ)､次いで ｢国境を越えるハイキング道の整備とネット


ワーク化 (フォアアールベルク州､バイエルン州､バーデン-ヴユルテンベルク州､シャ


フハウゼン州)｣(予算総額1994
.万ユーロ)であった｡
スイス政府資金の配分については､地域のネットワーク ･意識形成 ( .)が最もテーマ34


多く (スイス政府予算の2.%) 観光業 テーマ13 (
17 ､次いでサービス ･ ( .)が多い スイス政

府予算の180 なお､スイス政府資金はインフラス トラクチャーへの投資には利用でき.%)｡

ないことになっているため､技術的インフラス トラクチャー ( ,)ではスイス政府テーマ23

からの支援はなされなかった｡スイス政府資金からの支援予算が最も多かった事業は､教


育･研究開発 テーマ31 国際ボーデン湖大学 教育･ インフラス トラクチャー
( .)の ｢ ( 研究･

における地域間大学協力プロジェクト)｣(予算総額150万ユーロ､うちスイス政府資金35万
ユーロ)､次いでサービス ･観光業 テーマ13 ボーデン湖地域における一日乗車券( .)の ｢

(鉄道､バス､フェリー)の運営､マーケテイング､調査｣( 11.万ユーロ､うち予算総額 72

スイス政府資金258
.万ユーロ)であった｡ 

InterregⅢAボーデン湖プログラムで承認された事業は､最終的に122件であり､うちス


イス側が事業パー トナーとして参加 しているのは88事業である (表 4)｡ InterregⅢAのプ


ログラム期間は2006年末で終了するため､ n +2ルールによって承認された事業が構造基


金からの資金支援を受けられるのは2008年末までである17｡それまでに請求されなかった予


算は没収されるため､特に開始が遅かった事業の担当者にとって､ n+2ルールの存在は


事業を進める上での大きなプレッシャーとなる｡ 実際に､ボーデン湖プログラムでは2006

年になって承認された事業が30件あり､これらの事業にとって残された実施期間は非常に


限られている｡
 

1
InterregⅢAボーデン湖プログラムで実施された主な事業には､以下のような事業がある
8 
｡ (1)サービス分野では､地理データの統合事業として､地域データの収集･蓄積､迅速

で簡単に利用できるデータの提供が行われた｡また､公共交通機関の利用強化を目的とす

る越境バス構想事業として､スイス側クロイツリンゲンおよび ドイツ側コンスタンツの都

市圏でのバス予約およびチケット購入システムの相互運用が開始された｡このシステムは 

2004年12月から運用が開始され､バス利用客の増加に貢献 した｡ (2)観光分野では､ウン

タ-湖 (Untersee)19の観光強化事業が挙げられる｡ ボーデン湖周辺の文化 ･芸術と､文化

的催し物とを組み合わせた観光強化事業が計画され､地域にゆかりのある芸術化やナポレ

オンについての企画展が開催されたほか､音楽イベントや修道院の建築､美術､景観の紹

介がなされた｡レテイコン山塊20では､景観を楽しむハイキング観光コースが整備された｡ 

17ボーデン湖プログラムでは､2008年6月末日までとされている｡ 

1
8

これらの事例は､広報誌InerrgNwsNo.-1およびNtioaelt e-TaeLgn htt:
t e e , 8 4 a nl nerrg g uao( p// 

wwwit e.h54D3 634O92 EC 5 47hm).nerrgc/E5 BCF8B88A38F3DE5.t による｡ 
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(件) うちスイス側参加 

事業実績

2003

表 4 : err ⅢAeg

7-マ-

Itn

主要目標 

)ⅠⅠⅠ-h?tecsppper.jrq

ⅣegItn10 (図 1)､および err

より作成｡

注)各年とも､1月末日の段階での事業承認件数｡2

12また､この地域で開催されるスポーツイベント の開催準備のための越境協力として､環境

と持続性をテーマに､環境に優 しいイベントの開催方法 (効率的なエネルギー使用､公共

交通機関の利用)が検討された｡ (3)農林業分野では､ボーデン湖地域の産品の販売促進

を目的として経営者向けのコンサルティング ･センターが開設された｡また､品質と環境

に配慮 した野菜 ･果物生産のための技術や経営に関する活動 (作業部会の設立､データ交

換の強化など)が実施された｡ (4)地域開発分野では､ライン谷地域の自治体22間の住民交

流を促進する目的で､住民による活動ネットワーク (通学路の安全､自転車 ･ハイキング

道ネットワーク､公共交通機関や意識形成に関する調査など)を支援する事業が行われた｡

6国境地域における共同空間開発事業では､ 4ヶ国から1機関が参加 して空間開発やロケー

ション､交通､文化的景観､空間モニタリング､情報システムの分野での取 り組みがなさ

れ､地理情報やデータの収集 ･提供のほか､シンポジウムが開催された｡景観維持のため

の農業建築物の管理事業は､農業建築物を景観の構成要素の一つと捉え､景観を損なわな

ウンタ-湖はボーデン湖の下流にある湖である｡

レテイコン山塊は､スイス､オース トリア､リヒテンシュタインの国境地域に位置している｡

)41-778.. ､スイス側フラウエンフェル トで

22

)pen

)

e

idnen

ian


Ge
この事業に参加 した自治体( me はスイス ･オース トリア ･リヒテンシュタイン国境地域に

位置しており､アルプス同盟(All ndnAl のメンバーでもある｡zi

27

200 200 200

33
2
3
4
4 

1

1

6 

0
7
7
1
5

5
1

2

5

33
9
6
4
4
1

4

22
6
4
9
3

7
5
3
6
3

1
11.
12.
13.
14.

62531362122
21. 14 15 19 21 17 
22. 4 6 6 8 6 
23. 3 5 6 6 3 

3 14 20 28 37 29 
31. 4 4 5 7 5 
32. 2 6 ll 15 ll 

3521133.
1001109734.

e

),p

erverco.8k.096ddegorg. .

.

ass m/ViwP

6(図 1)､EC (200),.

itn

llp

err//

52 (図 1)､EC (2001

)42-4761..

回世界体操祭(200

が開催された｡ 

3オース トリア側 ドルンビルンで第1

はスイス連邦体育祭(200

),.

:pAl see n(httH hhiocre/

p

Bdoen
/
hipenren

出所)EC (2004



岡山大学大学院社会文化科学研究科 ｢北東アジア経済研究｣第 6号 (2(氾8)

いよう建物を管理する事業である｡ 主な活動としては､研究 (景観の維持 ･保護に有効な

法制､農業分野での構造変化の見通し､景観に関する社会的要求)､建築主 ･設計者 ･所管

官庁向けチェックリス トの作成が実施された｡ (5)教育分野では､ボーデン湖について理

解を深める目的で､ボーデン湖の自然､交通､文学､美術史､現代史に関する学校向け教

材が作成された｡また､企業実習生を対象とした越境交換実習として､実習生が対象地域

の他国企業で 4週間の交換実習を行う機会が提供された｡ (6)健康分野では､児童 ･生徒

の肥満予防対策事業として､専門家の交流､家庭や学校への指導､地域のネットワークと

いった活動のほか､活動効果についての調査が実施された｡主な事業の総費用は表 5に

表 5: err ⅢA

EORE

越境バス構想 (公共交通機関利用の強化)支援 

ウン夕-湖 文化地域 (観光強化プロジェクト) 

egItn

GG

事業予算の例 単位 :ユーロ

事 業 名 ERDF スイス 総 額 

3,9458

35

143,
6
022,8

,000

200

8,6700 452 ,0000 (地理データの統合)Ⅰ

7477,180188,914192,62

9,2822 0189,913841,レテイコン山塊 ハイキング観光コースの整備 

(スポーツイベント開催のための越境協力)
7200S tuspor 031 ,000 571 ,000 500,000
 

0,91 600 7,91 400 8,75 600ボーデン湖地域の産品の販売促進
(経営者向コンサルティング)

5,83 500 6

7

7

5

1 ,000

,000

749 ,000

582 ,000

品質と環境に配慮した野菜 .果物生産 

65,000

200,000

ライン谷地域
住民による自治体間ミクロ .ネットワーク

国境地域における共同空間開発 (情報提侯) 57,000 
200,000 244,000

800,000

486 ,000景観維持のための農業建築物の管理 

7,2400 0213,5

7

0

961,

11

13

,000ボーデン湖についての教材作製 

8,723
78,
0
1 766Ⅹhcange
(実習生の越境交換実習) 

eweItn

54E5/

errgN

hc D3BC

200

E

(

289

N 8s r.

8OB483F6 A3

)6(41
Nr
)～
4 . 200 ､ tn

eg

i lona

Itn

Nta elerr

､ err ⅣAl

:puganTag-eg eL o (htt eg. 
:p

itn.

H hhiocre/Bdoen/hipenren

ww err

see n(htt

w//出所) 

eerverco.8k.096ddegorg. .

DE

ass m/ViwP

53FC8 7ht.54 m) // 
itnerr

示す通 りである｡

)h?tecsppper.
j
ro -ⅠⅠⅠより作成｡

eItneg
Itn
なお､ err ⅢAプログラムの事業の中には errgⅡAから引き継が

れて実施された事業もある｡ 例えば､｢ボーデン湖地域一日乗車券｣事業は､ボーデン湖周

辺地域での鉄道､バス､フェリーといった公共交通機関の一日共通乗車券を導入すること

egItn

eg
Itn

を目的とする事業であるが､ err ⅡAで輸送ネットワークの改善テーマとして採択され

検討された後､ err ⅢAでサービス･観光テーマの事業として実施され､導入が実現さ

egItn

811

83

れた事業である｡ 

err

件 

17.1

ⅢAボーデン湖プログラムで実施された事業の代表者を国別で分類すると､全 

事業中､ドイツ側が事業代表者を務める事業は6件 (全体の5 %)､オース トリア側は 

822.3( %)､スイス側は1件 52.1( %)､リヒテンシュタイン側は 1件 08.( %)であり､ 
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主として EU加盟国側のパー トナーが共同事業のリーダーとしての役割を担っていたこと

が分かる｡ また､全事業の43%で州政府や行政管区庁､地方自治体が事業代表者を務めて

図 2 : err ⅢA 事業)811egItn

おり (図 2)､ボーデン湖プログラム地域の err 事業では行政主導の傾向が見られる｡egItn

事業代表者の種別分類 (全 

大学 ･研究機関 
%61

err Ⅳ Al
Vi -ⅠⅠⅠより作成｡)

eg

h?tecsppper.

Itn

j
Pro
ew

出 所 ) :pH hhiocre/Bdoen/ see n(htthipenren itn// err erverco.8k.096ddegorg. . ass m/ 

注)州政府は行政管区庁を含む｡地方自治体は地域連合を含む｡大学･研究機関は病院､美術館を含む｡企

業は公企業および私企業を含む｡ 
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ボーデン湖プログラムの問題点 

err

ン湖やライン河といった自然環境を共有しており､産業や言語においても同質な特徴を有

している地域である｡ 経済的にも格差は少なく､隣接する地域間での共同事業は比較的容

egItn

5.

ボーデン湖プログラムの対象地域は地形的に各国を隔てる障害が少なく､ボーデ

易に進展すると思われる地域である｡ err プログラムが開始されて以来､この地域では

多くの越境協力事業が実施されてきたが､実際には共同で事業を進める上でいくつかの障

害がある｡ 例えば､ボーデン湖プロジェクトは EU域内 ･域外の越境協力プロジェクトで

あり､ EU非加盟国側は構造基金からの支援を受けられない｡このため､ EU加盟国側と 

EU非加盟国側とでは利用できる資金額に格差が生じるという問題がある｡ また､国家間･

地域間で存在する諸制度の違いが､共同事業を進める上での障害となっていたことも指摘

egItn

されていた ､200 ､b3PDRL( )｡68-58p. しかしながら､これらの問題はスイスが参加する他

egItnのプログラムにも共通する問題である｡これらの問題を err プログラムとして解決する

ことは困難であり､今後も事業パートナー間で克服する努力が求められる｡ 

err

によって行われていることである｡

egItn ボーデン湖プログラムの特徴としては､プログラムの管理･運営が主に行政機関

4e

I特に terrn eg

Itn

政府が深 く関わっており､プログラムの共同決定機関であるモニタリング委員会のメン

バーが行政機関の代表者で占められていただけでなく､事業の承認も地方政府の代表者に

よって行われていた｡このような行政機関による独占的なプログラム管理-の関与は､ 

err ⅢAでは幾分緩和されることになる｡ errgⅡAでは2名であったモニタリングegItn

ⅡAでは､プログラムの管理･運営に地方

Itn

機関や各種団体の代表者も委員会メンバーとしてプログラムの決定に関わるようになった｡

委員会のメンバーは erregⅢAでは44名に増員され､行政機関の代表者のほか､越境協力

egItn

egItn

ただし､その数は 7名に過ぎない｡事業の選定については､ err ⅢAでは運営委員会が
その業務を担っていたが､運営委員会のメンバーは管理局およびネットワーク事務局の代

表者で構成されていたのであり､ err ⅡAのときと同様､行政機関の代表者によって占

6tacI(

egItnめられていた｡また､ err ⅢAで承認された事業については､その半数近くで行政機関

が事業代表者を務めていたのであり､以上の状況から､ボーデン湖プログラムは行政機関､

特に地方政府や地方自治体の主導で進められていたと言える｡

ボーデン湖プログラムでは､プログラムの管理機関や監督支援機関のうち管理局､共同

事務局､ネットワーク事務局が ドイツのテユービンゲン市に設置されており､プログラム

の管理 ･運営についてテユービンゲン行政管区庁が中心的役割を果たしていた｡しかし､

テユービンゲン市はボーデン湖プログラムの対象地域の外に位置しており23､そのことが事

NTER ､200､業関係者と連絡を取 り合う上で支障となっていたと指摘されている 

1p.)ap.6tacI(

egItn｡1p.0) また､ err プログラムの対象地域について､ ドイツは地方自治体､オース トリ

アとスイスは州､リヒテンシュタインは国家とさまざまなレベルで構成されているため､地

域間で政治的権限や機能が異なっており､そのことが越境協力活動を妨げる要因となる可

NTER ､200､ 9;EC(､能性があることも指摘されている 0 )｡ 

7

egtn23Ierr

イス ･プログラムでも見られる (石田､200

プログラムの管理機関､監督支援機関が対象地域の外に設置された事例は､イタリア･ス
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実施された事業については､研究や事業検討の実施､会議･セミナー･研究会の開催､相

互の交流や情報の交換 ･共有を目的とするネットワークやプラットフォームの構築といっ

た内容が多い｡特に err ⅡAでは事業の検討や実施可能性の研究に留まったものが多eg
Itn

かったが､事業として err ⅢAプ
た､研究やデータの収集といった事業は､地域として有用な情報の共有につながるだろう｡

egItn ログラムに引き継がれ､実現された事業もあった｡ま

ボーデン湖プログラムの対象地域において､ err
業が実施されたことは､国境を越えた地域間の連携や協力を促進し､国境を越えた地域の

形成に貢献している｡ 実施された事業の内容については､観光分野で具体的な成果 (観光

客の増加)が期待できる事業が多いものの､全体的には国境を越えた協力関係を築くこと

Itn プeg ログラムを通して数多くの共同事

err

や産業を発展､活性化させる越境協力活動も充実させていくことが望まれよう｡ 

Ⅲeg
Itn
を目的とした事業が多く見られる｡ 以後は､中小企業支援分野など具体的に地域
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